
トップインタビュー

取締役社長　社長執行役員

エネルギーとデジタルで未来を創造し、 
地域と共に、持続的な成長を目指します。

Question

2024年6月に社長に就任してから1年が経ちました。見
える景色は変化しましたか？

　社長就任前には総合企画室長だったので、会社全体の経

営を見るという点ではあまり変わりませんが、結果がまず自分

に返ってくる立場となり、責任の重さを強く実感しています。

　もともと大学では電気工学の勉強をしていて、会社でも

系統運用業務に長く携わってきましたので、需給に関する知

識や経験はあるのですが、近年は、需給運用の考え方も大

きく変わってきていると感じています。かつては、電気が不

足することがないように万全な安定供給体制を整えること

が事業運営の中心でしたが、複数の電力取引市場の開設や

内外無差別な取引の進展が進むなか、これからは各市場の

活用や相対取引の工夫により収益を最適化する、経済運用

の重要性がより高まってくると考えています。こうした前提

も踏まえつつ、社長就任前から議論を重ねて、新たなよんで

んグループ中期経営計画2030の策定を進めてまいりました。

Question

よんでんグループ中期経営計画2030（新中計2030）の
コンセプトについて教えてください。

　新中計2030の背景には、社会のデジタル化を契機に、将

来、電力需要が増加に転じる可能性が生じたことがあります。

　需要の増加とは、つまり電気が売れるということです。同

時に、社会の脱炭素化への要請と、これに伴い電化が進展

することで、脱炭素の電気のニーズも増加していくと考えら

れます。デジタル化による電力需要の増加トレンドへの転

換と、脱炭素化の進展という2つの大きな潮流を、新たな収

益機会と捉えて対応することで、グループの成長を目指すと

いうのが、新中計2030の方針です。

　また、よんでんグループの祖業は電気事業ですが、２番手

の事業の核は情報通信事業です。デジタル化の進展を機

に、その業界全体が成長基調にあるということは大きなチャ

ンスです。AI・DX領域は電気事業と重なり合う部分も多

く、我々の強みを活かした新たな価値提供を新中計2030の

期間で実現していきたいと考えています。

　今回、新中計2030に込めた思いを従業員全員で共有す

ることにもこだわっていて、ビジョンの再定義を行ったのも

ポイントです。みんながワンボイスで言えるように、「地域

と共に」という存在意義はこれまで通り大切にしつつ、「エ

ネルギー」と「デジタル」を合言葉にしました。四国を中心

に70年以上事業を営んできた我々は、これまでに積み重ね

た信頼を、次なる成長の基盤にできると考えています。

Question

現行のよんでんグループ中期経営計画2025（現行中計
2025）の経営目標は概ね達成できる見通しとのことで
すが、成功の理由は何だと考えていますか？

　現行中計2025は、電力需給のひっ迫や燃料価格の高騰

などの激しい事業環境に直面する厳しいスタートとなりま

したが、難局を一つ一つ乗り越えることで業績を回復させ、

経営目標の達成に一定の見通しが立ちました。巻き返しを

図ることができた理由の１つは、厳しい状況からスタートし

たことで危機意識が高まり、何をどう立て直すかという課題

認識をグループ全体で共有して取り組むことができたこと

にあると感じています。

　また、現行中計2025は「電気事業と電気事業以外の事
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脱炭素化とデジタル化の潮流は

当社グループにとって

大きなビジネスチャンスであり、

培ってきた強みを最大限に発揮して

事業を推進してまいります。

トップインタビュー

業を価値創造の両輪として、それぞれの事業で目標利益を

2分の1ずつ確保する」ことをコンセプトとしており、この方

針の下で情報通信をはじめとする事業が着実に拡大し、電

気事業が苦しいときに支える役割を果たしたことも、目標

達成に繋がりました。当社のグループ会社は元々、電気事

業を支える事業を外部化する形で発展してきましたが、東

日本大震災後の原子力発電所の停止など厳しい状況に直

面するなか、それぞれが電気事業に依存しない体制を構築

する必要があると考え、これまで培った技術力などを活か

し、10年ほどかけて電気事業以外でも稼げる体制を整えて

きました。人材や資金などの経営資源配分といった親会社

からのサポートももちろん行ってきましたが、最も功を奏し

たのは意識改革です。グループ会社の経営層を筆頭に「親

会社から下りてくる仕事を請け負っていれば安泰というわけ

ではない、これからは自分たちでやらなければ」というマイ

ンドをつくり、従業員の方々もそれを共有して取り組んでく

れたことが、成長の要因だったと思います。

Question

これまで電気事業以外の事業成長を実現してきた一方
で、新中計2030ではどのような成長を目指しているの
でしょうか。

　新中計2030では、先に申し上げたように、「脱炭素化」や

「デジタル化」の進展をチャンスと捉え、
● �電気をはじめとするエネルギー事業と情報通信事業を「コ

ア事業」として位置付け、収益性向上と事業規模拡大の

両立を目指すとともに、 
● �国際事業などの「拡張領域」は、さらなる成長を目指すポ

イントとして注力し、 
● �脱炭素電力供給・エネルギーソリューション事業は、新た

な事業の柱へと育成していけるよう「挑戦領域」として位

置づけることとしました。

　特にエネルギー事業の中心である電気事業については、

日本全体で電力需要が拡大するという見通しを背景に、電

力小売販売と電力卸販売の両方を拡大することを目指しま

す。当社は元々、競争力のある供給力を背景として電力卸

販売に強みを持っており、これを活かした販売規模の拡大

は十分実現可能と考えています。また、電力小売販売につ

いても、四国外も含め販売強化に引き続き取り組んでいく

ことで、拡大を目指します。これに加えて、挑戦領域に位置

付けた脱炭素電力の販売やエネルギーソリューション事業

についても、これまでのお客さまサービス的な位置づけから

マネタイズにシフトしていくことで、将来の収益の柱に育成

していきたいと考えています。

Question

脱炭素化に向けたエネルギートランジションについて
は、どう考えていますか？

　カーボンニュートラルの実現は、エネルギー供給を担う

責任ある事業者として極めて重要な課題です。当社グルー

プではこれまでも、2030年度のCO2削減目標を設定し、具

体的な取り組みを進めてきました。新中計2030の策定にあ

たり、この目標をさらに深掘りするとともに、2035年度目標

を新たに掲げました。

　新しい目標は、小売部門※1、発電部門※2のいずれについ

ても、2013年度比で2030年度に50％削減、2035年度に

60％削減とするものです。発電部門においては、伊方発電

所3号機の安全・安定運転の継続による最大限の活用、再

生可能エネルギー電源の開発拡大、火力電源の運用最適

化などを進め、排出削減を図ります。また、小売部門にお

いても、排出原単位の低い電気の調達などを通じて、2030

年度目標の達成を目指します。

　また、2050年の目標達成に向けては、時間軸の長い電源

投資も並行的に行っていくことが重要となります。現在、

2031年度以降の削減に向けて、坂出発電所において、CO2

排出量が相対的に少なく、将来の水素導入にも対応可能な

高効率LNG火力の建設計画を進めており、持続的な削減の

実現を図っていきます。

※1  「地球温暖化対策の推進に関する法律」に基づき算定した、小売販売電力に
おけるCO2排出量

※2  自社発電の燃料使用などに伴う直接排出量

中期経営計画 2025

経営資源の戦略的配分
中期経営計画 2030

グループの成長点として注力
●積極的な経営資源の投入
●パートナーシップを活用した早期事業拡大

グループ事業の基盤として堅持
●収益性向上と販売規模拡大の両立
●  持続的な事業運営の実現に向けた効率化・ 
代謝施策

グループの新たな成長の柱へ育成
●  事業経験値の獲得
●  本格的な経営資源の投入時期の見極め

 電気事業以外の事業 
●国際事業

 電気事業以外の事業 
●情報通信
●エネルギー
●建設･エンジニアリング
●製造･商事･研究
●地域の成長・活性化

電気事業 
●発電
●電力小売
●送配電

海外のエネルギー関連 
●国際事業

情報通信
●データセンター
●クラウド
●既存の情報通信

電気事業
●発電
●電力小売
●送配電

その他の既存事業
●  建設･エンジニアリング
●エネルギーサービス
●製造･商事･研究
●地域の成長・活性化

脱炭素・エネソル
●  脱炭素電力供給 
（再エネPPAなど）
●エネルギーソリューション

拡
張

コ
ア
事
業

挑
戦
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トップインタビュー

Question

新中計2030では、ROEやROICを経営目標に掲げると
ともに、経常利益目標も650億円以上と、現行中計
2025の目標400億円の1.5倍以上となる高いハードル
を設定されました。目標設定の背景にはどのような考
えがあるのでしょうか。

　当社グループはこれまで、ROAを経営目標に掲げて収益

性の向上を重視するとともに、株主資本に対するリターン

を示す参考指標としてROEを開示してきました。今回、こ

のROE8%以上を経営目標の中核に据えると同時に、戦略

的投資が拡大するフェーズにおいて投下資本の稼ぐ力を高

めるため、ROICを新たに目標に加えました。

　ROEは株主資本を縮小させることでも達成可能ですが、

過度な縮小は財務健全性を損なうため適切ではありません。

経常利益目標650億円以上の達成とともに、財務面では「自

己資本比率を最低限25%以上確保、その上で、30%程度へ

向けて段階的に積み増し」という目標の下、最適な資本構

成を目指すことで、分子と分母の両面からの達成を目指し

ます。

　経常利益650億円以上という目標については、自己資本

の見通しも踏まえつつ、株式市場の皆さまが期待する収益

性を継続的に維持していくためにはこのぐらいの成長は必

須であるとの判断のもとで、この水準に決めました。この

結果として創出されるキャッシュの目標としては、5ヵ年累計

の営業キャッシュ・フロー5,500億円以上を掲げています。

5年で1.5倍以上という利益成長は容易ではないと認識して

いますが、経営資源を成長が期待できる事業に集中して投

入することで、これを実現してまいります。

Question

株主還元目標も一新しましたが、どういった議論があっ
たのでしょうか。

　従来から当社は安定配当を株主還元の基本方針として掲

げてきており、新中計2030でもその方針を変えたわけでは

ありませんが、安定配当の言葉だけでは定量的な説明が不

足しているという課題も感じていました。そこで、新たな目

標の設定にあたり、株主・投資家の皆さまとの対話を通じ

てご意見を伺うとともに、どのような指標が相応しいのかを

社内でも徹底的に議論しました。電気事業の収支が安定的

に成長することと併せてお示しできれば総還元性向や配当

性向を指標としても良いのですが、近年、電気事業制度や

市場環境などの外的要因によって収支変動が大きい状況が

続いているなかで、当社の安定配当の方針を明確にお示し

するためには、DOEが適切であろうという結論に至り、これ

を経営目標として採用することとしました。なお、経営目標

のうち、ROEおよび株主還元に関する目標は、新中計2030

の対象期間を通じた継続的な達成を目指しています。

　当社の場合、四国地域で応援の意味を込めて当社株式を

保有してくださっている方や、長期間にわたり保有してくだ

さっている株主の方が多くいらっしゃいます。配当の予見性

は、株主・投資家の皆さまに当社の株を継続的に保有いた

だくための重要なポイントです。DOEによる配当目標をお

示しすることで、業績が一時的に変動した場合でも簡単に

は配当が下がらない、将来に向けて配当の増加が期待でき

るという安心感を持っていただきたいと考えています。

　また、新中計2030の期間中は、消却を前提とした自社株

買いについても、戦略的に実施していくことを掲げています。

投資のタイミングや株価水準も見ながら適切に実施するこ

とで、将来のEPS（1株当たり純利益）のさらなる成長を図り、

株主の皆さまのご期待に応えてまいります。

Question

新中計2030と併せて、よんでんグループ人材戦略も策
定しましたね。

　先ほど触れた通り、グループ会社の成長の背景には、社

員の意識改革がありました。各グループ会社の経営層が、

従来の発想から脱却し自らの力で事業を切り拓くというマ

インドを浸透させるとともに、社員もそれに応えて自ら努力

してくれたこと。こうした支援と自立の両輪による取り組み

こそが、グループ会社の成長を大きく後押ししたと考えてい

ます。やはり、当社グループが成長し続けるための最大の

原動力は「人材」です。そうした思いから、人的資本価値の

最大化を重要課題と位置づけ、今回新たに「よんでんグルー

プ人材戦略」を策定しました。

　私は社長就任以来、現場に足を運び、社員と直接対話す

る機会を増やしてきました。私が若い頃は、将来のことなど

正直それほど考えていませんでしたが、今の若い社員は、こ

の会社でどんな未来が実現できるか、真面目に考えている

人が多い印象です。会社として、この期待に応えていかな

ければ、離職やモチベーション低下につながることはもとよ

り、グループの成長も実現できません。

　そこで、会社から従業員に期待するアクションを「CREDO」、

会社がそれを支える姿勢を会社からの約束である「PROMISE」

として定義し、会社と従業員の双方向のコミットメントを行

うこととしました。双方が対話を重ね、互いの理想に近づ

けることによって人が成長し、持続的に価値を創出すること

で、それがお客さまや株主の皆さまの利益にもつながると

いう好循環を生み出すことが狙いです。

　電力会社には従来から「安定供給」という絶対的な命題

があり、その維持のために、計画を立ててきちんと実行する

という人材が求められてきました。これからもそういった人

材は当然必要なのですが、新たな領域に挑戦していく中で

は、はみ出して独創的なアイデアを出す人も必要です。同じ

ような人ばかりいたのではだめだと、つくづく思います。こ

うした多様性を活かすためには、組織のマネジメント力を高

めることが必須です。今回、管理職に対する支援や評価制

度の整備も含め、人材マネジメントの環境整備には特に注

力しました。今後はこれらの仕組みを実際にどう運用する

かが大事だと考えています。

　ダイバーシティのうち、女性管理職比率については、まだ

十分に高いとはいえませんが、事務系社員の若年層に限っ

て言えば、既に半数近くを女性が占めており、今後10年ほ

どで女性管理職比率も上昇すると見込んでいます。男女問

わず誰もが能力を発揮できる環境整備にも継続して力を入

れており、一例として、今年度は新たに「みんなで育休応援

金（育児休職を気兼ねなく取得できるよう、育児休職者が

所属する部署の従業員に応援金を支給する制度）」を導入

しました。

Question

最後に、地域に根差す企業としてのありたい姿を教えて
ください。

　私が社長である間に成し遂げたいことは、従業員に「よん

でんグループで働いてよかった」と思ってもらえる会社にす

ることです。従業員が誇りを持って働き、その成果が地域

の安心や豊かさにつながり、さらに株主の皆さまやビジネ

スパートナーの期待に応えることができる。そうした喜びに

つながる好循環が続く企業グループこそ、次の世代に引き

継ぐべき姿だと考えています。

　四国地域は、他エリアに比べて人口減少や高齢化の進行

が速く、一般的には先行きはシュリンク傾向と見られていま

す。30年先も電気という便利な商品は無くならないでしょ

うが、我々が存在感を示し続けるためには、その電気を軸に

培った技術の力を活用し、どのような新たな価値を提供で

きるかが重要です。また、四国そのものの活性化について

も、観光需要や交流人口の増加なども含め、我 と々してどう

貢献できるか考えていきたいと思います。地域の皆さまが

「よんでんグループのサービスを利用することで、快適・安

全・安心な暮らしができて良かった」と実感できる未来の実

現に向けて、新中計2030の取り組みを速やかに、強力に実

行してまいります。

　根底にあるのは「地域と共に」という当社グループの存在

意義です。当社グループはこれからも、地域の発展に貢献

し、持続的な成長を目指してまいりたいと考えておりますの

で、ステークホルダーの皆さまにおかれましては、引き続き

変わらぬご理解とご支援をよろしくお願いいたします。社長と若手従業員の対話の様子
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地域と未来を照らすよんでんグループの価値創造

地域と未来を照らす 
よんでんグループの価値創造

地域を照らすチカラになる 
～事業活動による価値創造～

未来を照らすチカラになる 
～サステナビリティを高める事業経営～

財務・会社情報


